
平成 14年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 13年 10月 29日

上   場   会   社   名       沖電線株式会社 上場取引所東

コード番号       5815 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 常務取締役 管理本部長 神奈川県

　氏　　        名 古 澤  啓 男 TEL (044) 754 - 4350
中間決算取締役会開催日　　平成 13年 10月 29日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日　　      平成   年   月   日

１. 13年 9月中間期の業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 13年 9月 30日）

(1)経営成績 （注）本中間決算短信における金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。

売   上   高 営　業　利　益 経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 9月中間期 6,169 △ 12.4 △ 129 - △ 347 -
12年 9月中間期 7,039 11.9 253 909.5 437 465.2
13年 3月期 14,560 783 997

中間(当期）純利益 １ 株 当 た り 中 間

( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭

13年 9月中間期 △ 185 - △ 4.76
12年 9月中間期 179 1,065.7 4.60
13年 3月期 467 12.00
(注)①期中平均株式数    13年 9月中間期   38,990,278 株   12年 9月中間期   38,990,001 株   13年 3月期   38,990,435 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金 （注）13年 9月中間期中間配当金内訳

円　銭 円　銭    記念配当              円     銭

13年 9月中間期 0.00 －    特別配当              円     銭

12年 9月中間期 0.00 －
13年 3月期 － 2.50

(3)財政状態

総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年 9月中間期 17,878 11,355 63.5 291.23
12年 9月中間期 19,754 11,856 60.0 304.08
13年 3月期 19,731 11,871 60.2 304.46
(注)期末発行済株式数    13年 9月中間期   38,990,870 株   12年 9月中間期   38,990,870 株   13年 3月期   38,990,870 株

２. 14年 3月期の業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
　 売   上   高 経　常　利　益 当　期　純　利　益 １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 12,500 △ 380 △ 250 2.50 2.50
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   △6 円 41 銭 
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３．中間貸借対照表  
（単位千円） 

当中間会計期間末 

平成13年9月30日現在 

前中間会計期間末 

平成12年9月30日現在 

前事業年度末 

平成13年3月31日現在 科目 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

（資産の部）  ％  ％  ％ 

流動資産 7,903,395 44.2 9,051,281 45.8 9,518,051 48.2 

現金及び預金 1,259,470  1,512,271  1,868,182  

受取手形 1,706,971  2,181,570  2,316,381  

売掛金 2,801,369  3,336,723  3,360,070  

自己株式 133  245  238  

製品 951,747  792,908  897,078  

原材料 353,134  325,796  344,880  

仕掛品 276,527  469,705  234,266  

貯蔵品 31,693  14,297  19,374  

前払費用 15,572  17,277  18,278  

繰延税金資産 231,930  93,737  145,636  

未収金 131,264  182,955  183,543  

その他流動資産 154,581  150,791  152,122  

貸倒引当金 △ 11,000  △ 27,000  △ 22,000  

       

固定資産 9,975,041 55.8 10,703,616 54.2 10,213,578 51.8 

有形固定資産 7,540,760 42.2 7,645,777 38.7 7,550,812 38.3 

建物 4,292,417  4,609,498  4,450,266  

構築物 148,099  165,335  152,226  

機械装置 1,405,986  1,197,432  1,249,491  

車両運搬具 11,201  15,510  13,062  

工具器具備品 279,658  254,603  277,279  

土地 1,403,396  1,403,396  1,403,396  

建設仮勘定 ─  ─  5,089  

       

無形固定資産 36,452 0.2 41,188 0.2 41,111 0.2 

施設利用権・商標権 5,891  6,122  5,994  

ソフトウェア 30,561  35,065  35,116  

       

投資その他の資産 2,397,827 13.4 3,016,650 15.3 2,621,654 13.3 

投資有価証券 1,020,195  2,049,890  1,505,731  

子会社株式 736,019  736,019  736,019  

従業員長期貸付金 23,259  31,798  29,637  

長期前払費用 11,146  15,439  13,780  

長期繰延税金資産 472,172  ─  194,822  

その他投資等 172,173  209,956  177,351  

貸倒引当金 △ 37,139  △ 26,453  △ 35,686  

       

合計 17,878,436 100.0 19,754,897 100.0 19,731,629 100.0 

 



２０ 

（単位千円）  

当中間会計期間末 

平成13年9月30日現在 

前中間会計期間末 

平成12年9月30日現在 

前事業年度末 

平成13年3月31日現在 科目 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

（負債の部）  ％  ％  ％ 

流動負債 4,402,400 24.6 5,736,311 29.0 5,749,671 29.1 

支払手形 942,057  1,315,156  1,637,919  

設備関係支払手形 382,700  210,558  275,865  

買掛金 1,279,148  1,728,746  1,338,088  

短期借入金 900,000  1,537,000  1,100,000  

一年内返済予定の長期借入金 80,000  80,000  80,000  

未払金 58,452  132,869  115,970  

未払事業所税 2,753  1,724  3,425  

未払消費税等 29,859  32,086  49,515  

未払費用 651,577  594,126  705,668  

未払法人税等 9,466  35,700  374,755  

その他流動負債 66,384  68,341  68,461  

       

固定負債 2,120,764 11.9 2,162,294 11.0 2,110,721 10.7 

長期借入金 440,000  520,000  480,000  

退職給付引当金 650,123  690,922  645,445  

役員退職慰労引当金 183,655  128,180  168,096  

預り保証金 828,887  783,575  799,573  

長期繰延税金負債 ─  31,025  ─  

その他固定負債 18,098  8,590  17,606  

       

負債合計 6,523,165 36.5 7,898,606 40.0 7,860,392 39.8 

（資本の部）       

資本金 4,304,793 24.1 4,304,793 21.8 4,304,793 21.8 

資本準備金 3,101,531 17.3 3,101,531 15.7 3,101,531 15.7 

利益準備金 511,624 2.9 500,377 2.5 500,377 2.6 

       

その他の剰余金 3,329,736 18.6 3,350,576 17.0 3,638,893 18.4 

別途積立金 2,854,250  2,854,250  2,854,250  

中間（当期）未処分利益 475,486  496,326  784,643  

(うち中間(当期)純利益) （△ 185,435）  （179,520）  (467,837)  

その他有価証券評価差額金 107,585 0.6 599,012 3.0 325,641 1.7 

資本合計 11,355,271 63.5 11,856,290 60.0 11,871,237 60.2 

合計 17,878,436 100.0 19,754,897 100.0 19,731,629 100.0 
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４．中間損益計算書  
（単位千円） 

当中間会計期間 

自平成13年4月１日 

至平成13年9月30日 

前中間会計期間 

自平成12年4月１日 

至平成12年9月30日 

前事業年度 

自平成12年4月１日 

至平成13年3月31日 
科目 

金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比 

営業損益  ％  ％  ％ 

売上高 6,169,481 100.0 7,039,136 100.0 14,560,709 100.0 

売上原価 5,013,689 81.3 5,502,182 78.2 11,180,583 76.8 

販売費及び一般管理費 1,284,943 20.8 1,283,073 18.2 2,596,747 17.8 

営業利益 △ 129,151 △2.1 253,880 3.6 783,377 5.4 

営業外損益       

営業外収益 35,526 0.6 215,742 3.1 331,737 2.3 

受取利息 （9,402）  （7,983）  （20,647）  

受取配当金 （20,722）  （203,361）  （211,224）  

その他営業外収益 （5,400）  （4,397）  （99,865）  

営業外費用 253,986 4.1 31,969 0.5 117,929 0.8 

支払利息 （15,091）  （15,687）  （36,319）  

投資有価証券評価損 （213,414）  （13,615）  （78,942）  

その他営業外費用 （25,481）  （2,666）  （2,666）  

経 

常

損

益

の

部 

       

経常利益 △ 347,611 △5.6 437,653 6.2 997,185 6.8 

特別利益 13,129 0.2 1,928,975 27.4 1,953,769 13.4 

貸倒引当金戻入額 （9,547）  （3,705）  （─）  

投資有価証券売却益 （3,582）  （9,112）  （37,612）  

退職給付信託設定益 （─）  （1,916,157）  （1,916,157）  

       

特別損失 13,050 0.2 2,149,061 30.5 2,182,929 15.0 

固定資産処分損 （5,820）  （63,767）  （97,635）  

退職給付会計基準変

更時差異 

（─）  （2,085,293）  （2,085,293）  

投資有価証券売却損 （1）  （─）  （─）  

会員権評価損 （7,228）  （─）  （─）  

特

別

損

益

の

部 

       

税引前中間（当期）純利益 △ 347,532 △5.6 217,567 3.1 768,025 5.3 

法人税・住民税及び事業税 43,643 0.7 77,172 1.1 419,101 2.9 

法人税等調整額 △ 205,741 △3.3 △ 39,125 △0.6 △ 118,914 △0.8 

中間（当期）純利益 △ 185,435 △3.0 179,520 2.6 467,837 3.2 

前期繰越利益 660,921  316,806  316,806  

中間（当期）未処分利益 475,486  496,326  784,643  

 
 



２２  

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
１．資産の評価基準及び評価方法 
(1)棚卸資産     ･･････先入先出法による原価法 
(2)有価証券 
その他有価証券 
時価のあるもの･･････中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は部分資本直入法によ

り処理し、売却原価は総平均法により算定しております。） 
時価のないもの･･････総平均法による原価法 
(3)デリバティブ ･･････時価法 
 

２．固定資産の減価償却の方法 
(1)有形固定資産 ･･････定率法を採用しております。 

ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く。)
については、定額法を採用しております。 

(2)無形固定資産 ･･････定額法を採用しております。 
ただし、自社利用ソフトウェアについては、自社における利用可能期間（５
年）に基づく定額法を採用しております。 

 

３．引当金の計上基準 
(1)貸倒引当金･･････････中間期末現在有する売掛金、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備える

ため一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては、個別に回収可能性を勘案し回収不能見込額を計上しております。 

(2)退職給付引当金･･････従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務およ
び年金資産の見込額に基づき、当中間会計期間において発生していると認
められる額を計上しております。 

(3)役員退職慰労引当金･･役員退職慰労金の支出に備えるため内規に基づく中間会計期間末要支給
額（全額）方式を採用しております。 

 
４．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 
外貨建金銭債権債務は、中間会計期間末日の直物為替相場により円換算し、換算差額は損益と
して処理しております。 

 
５．リース取引の会計処理 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ
いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

６．ヘッジ会計の方法 
(1)ヘッジ会計の方法 
ヘッジ会計の要件を満たす金利スワップについて繰延ヘッジ処理を採用しております。 
(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段・・・金利スワップ 
ヘッジ対象・・・借入金 
(3)ヘッジ方針 
将来の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップを行っております。 
(4)ヘッジ有効性評価の方法 
ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッジ対象の変動額の累計額を比較して有効性の判定を行ってお
ります。 
(5)その他リスク管理方法のうちヘッジ会計に係るもの 
デリバティブ取引についての基本方針は取締役会で決定され、取引の実行および管理は管理部が行
っております。 
また、取引内容の経過について、毎月の取締役会において報告を行っております。 

 
７．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
   消費税等の会計処理 
        消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。 



２３  

注記事項 
（中間貸借対照表関係） 
 （当中間会計期間末） （前中間会計期間末） （前事業年度末） 

1.有形固定資産減価償却累計額 13,321,001千円 12,980,111千円 13,053,952千円 
2.自己株式数 505株 869株 866株 
3.中間会計期間（前事業年度）末日満期手形の会計処理 
 中間会計期間（前事業年度）末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済しております。 
 なお、中間会計期間（前事業年度）末日が金融機関の休日であったため、次の中間会計期間（前事
業年度）末日満期手形が中間会計期間（前事業年度）末日残高に含まれております。 
 （当中間会計期間末） （前中間会計期間末） （前事業年度末） 

受取手形 211,343千円 237,132千円 248,231千円 
 
（リース取引関係）                                （単位千円） 

 当中間会計期間 

自平成13年4月１日 

至平成13年9月30日 

前中間会計期間 

自平成12年4月１日 

至平成12年9月30日 

前事業年度 

自平成12年4月１日 

至平成13年3月31日 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

   

1.取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、中間期末（期末）残高相当額 
   

取得価額相当額    

工具器具備品 2,875 2,875 2,875 

減価償却累計額相当額    

工具器具備品 2,060 1,485 1,773 

中間期末（期末）残高相当額    

工具器具備品 814 1,389 1,102 

    

2.未経過リース料中間期末（期末）残

高相当額 
   

１ 年 以 内 622 589 605 

１  年  超 269 892 585 

合     計 892 1,481 1,191 

    

3.支払リース料、減価償却費相当額、

支払利息相当額 
   

支払リース料 328 918 1,246 

減価償却費相当額 287 803 1,091 

支払利息相当額 28 47 83 

4.減価償却費相当額の算定方法 リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする

定額法によっておりま

す。 

同  左 同  左 

    

5.利息相当額の算定方法 リース料総額とリース物

件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、

各期への配分方法につい

ては利息法によっており

ます。 

同  左 同  左 

    

 



２４  

５．売上高および受注高・受注残高 

 

(1)品種別売上高 

当中間会計期間 

自平成13年4月１日 

至平成13年9月30日 

前中間会計期間 

自平成12年4月１日 

至平成12年9月30日 

前事業年度 

自平成12年4月１日 

至平成13年3月31日  

金額（千円） 
構成比

（％） 
金額（千円） 

構成比

（％） 

対前年中

間期比

（％） 金額（千円） 
構成比

（％） 

機器用電線 1,205,696 19.5 1,827,274 26.0 66.0 3,585,261 24.6 

その他電線 1,166,499 18.9 1,072,599 15.2 108.8 2,131,443 14.6 

（電線小計） 2,372,195 38.5 2,899,872 41.2 81.8 5,716,704 39.3 

通信ケーブル 1,909,164 30.9 1,499,171 21.3 127.3 3,658,493 25.1 

コネクタ 1,037,549 16.8 1,491,538 21.2 69.6 2,883,390 19.8 

基板 318,663 5.2 354,946 5.0 89.8 734,357 5.0 

（電子部品小計） 1,356,213 22.0 1,846,484 26.2 73.4 3,617,746 24.8 

統合配線 321,792 5.2 581,362 8.3 55.4 1,146,240 7.9 

その他 210,115 3.4 212,248 3.0 99.0 421,525 2.9 

合計 6,169,481 100.0 7,039,137 100.0 87.6 14,560,709 100.0 

うち輸出 860,824 14.0 781,264 11.1 110.2 1,565,161 10.7 

 

(2)品種別受注高および受注残高 

受注高 受注残高 受注高 

当中間会計期間 

自平成13年4月１日 

至平成13年9月30日 

前中間会計期間 

自平成12年4月１日 

至平成12年9月30日 

当中間会計期間末 

平成13年9月30日現在 

前事業年度 

自平成12年4月１日 

至平成13年3月31日  

金額（千円） 
構成比

（％） 
金額（千円） 

構成比

（％） 
金額（千円） 

構成比

（％） 
金額（千円） 

構成比

（％） 

機器用電線 1,159,515 19.8 1,914,749 25.9 92,060 15.8 3,540,093 24.1 

その他電線 962,263 16.5 1,112,006 15.1 133,014 22.8 2,346,472 16.0 

（電線小計） 2,121,778 36.3 3,026,755 41.0 225,074 38.6 5,886,565 40.1 

通信ケーブル 1,901,330 32.5 1,603,885 21.7 104,044 17.9 3,633,243 24.7 

コネクタ 937,199 16.0 1,618,301 21.9 154,063 26.4 2,918,819 19.9 

基板 325,328 5.6 362,547 4.9 51,000 8.8 713,154 4.9 

（電子部品小計） 1,262,528 21.6 1,980,848 26.8 205,064 35.2 3,631,973 24.7 

統合配線 352,627 6.0 558,087 7.6 48,315 8.3 1,108,349 7.5 

その他 210,115 3.6 212,248 2.9 ─ ─ 421,525 2.9 

合計 5,848,380 100.0 7,381,823 100.0 582,497 100.0 14,681,653 100.0 

 


